
◆特集 人身取引◆

中国における人身取引に関する立法動向
鎌田 文彦

１ 中国における人身取引

米国政府が発表している『人身取引報告書』

において、中国は、強制労働及び性的搾取を目

的とした国際的な人身取引の発生地、通過地及

び目的地であり、また国内で婚姻等の目的で人

身取引が広く行われている国とされている。

中国での人身取引の実態は必ずしも明確では

ないが、時として伝わる犯罪事件のニュースを

通して、その深刻さの一端を垣間見ることがで

きる。

例えば、2003年３月に、福建省武夷山市で、

人身取引の犠牲となっていたベトナム人少女２

人が発見され、保護された。この少女２人は、

広西チワン族自治区東興市に来ていたところ

を、武夷山市出身の３人の男に騙されて、同市

に連れて来られたものであり、３人の男は人身

取引により利益をあげていた。少女２人は無事

ベトナムに帰国し、３人の男は逮捕さ
(注１)

れた。

また、2001年８月から2002年２月にかけて、

河南省禹県で２歳未満の幼児７人が次々に誘拐

される事件が発生した。2002年６月にこれら幼

児の誘拐及び取引に関わった13人が逮捕され、

被害者は全員無事保護さ
(注２)

れた。

中国政府は、2001年５月に、「中国婦女発展綱

要（2001-2010年）」及び「中国児童発展綱要

（2001-2010年）」を発表して、21世紀初頭の10

年間に、婦女及び児童の権利を擁護する活動に

全力をあげて取り組む方針を示した。両綱要に

は、婦女及び児童の人身の自由を損なう違法行

為を断固として取り締ることが強調されて
(注３)

いる。また、国務院公安部を中心として、以下

に紹介する人身取引を禁止する法規に依拠し

て、人身取引を撲滅する試みが続けられている。

２ 人身取引を禁止する法令

全国人民代表大会常務委員会は、人身取引を

取り締るために、刑法の規定を補足する２つの

規則を制定した。1994年３月５日に公布、施行

された「全国人民代表大会常務委員会の組織的

かつ違法に国境を越えて人を移送する犯罪を厳

罰に処する補足規定」（以下「補足規定」という。）

は、国境を越える人身取引を取り締るものであ

る。また、1991年９月４日に公布、施行された

「全国人民代表大会常務委員会の婦女及び児童

の人身取引を厳罰に処する決定」（以下「決定」

という。）は、国内での人身取引に対する罰則を

定めて
(注４)

いる。

⑴ 国境を越える人身取引の取締り

「補足規定」は、「組織的かつ違法に国境を越

えて人を移送する犯罪者を厳罰に処し、違法越

境という犯罪活動を防止し、出入国管理の秩序

を維持するため」（前文）に、刑法を補足するも

のである。

「補足規定」は、「組織的かつ違法に国境を越

えて人を移送した場合は、２年以上７年以下の

有期懲役に処し、かつ罰金を科す」と規定し、

また以下の情状の一に該当する場合は、「７年以

上の有期懲役又は無期懲役に処し、かつ罰金を

科し又は財産を没収する」としている（第１条）。

①組織的かつ違法に国境を越えて人を移送す

る集団の首謀者

②繰り返し、組織的かつ違法に国境を越えて

人を移送した場合、又は多数の者を組織的
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かつ違法に国境を越えて移送した場合

③国境を越えた者に重傷を負わせ、又は死亡

させた場合

④国境を越えた者の人身の自由を剥奪し、又

は制限した場合

⑤暴力又は威嚇により出入国審査を拒否した

場合

⑥違法所得の額が大きい場合

⑦その他の特に重大な情状が存在する場合

さらに、一連の過程に巻き込まれた者に対し、

殺害、傷害、強姦若しくは人身取引等の犯罪行

為を行った場合、又は審査官に対して殺害若し

くは傷害等の犯罪行為に及んだ場合は、法に則

り死刑に処することができると規定している

（第１条）。

⑵ 国内の人身取引の取締り

「決定」は、「婦女及び児童の人身取引を行う

犯罪者を厳罰に処し、婦女及び児童の人身の安

全を護り、社会治安及び社会秩序を維持するた

め」（前文）に、刑法を補足するものである。

「決定」では、「人身取引」を、「取引を目的

として、婦女及び児童を、誘拐し、買い取り、

売り渡し、移送し、又は仲介する行為の一を指

す」と定義している（第１条）。

また、「決定」は、婦女及び児童の人身取引を

行った場合は、５年以上10年以下の有期懲役に

処し、かつ１万元（１元＝約13.5円）以下の罰

金を科すとし、また以下の情状の一に該当する

場合は、10年以上の有期懲役又は無期懲役に処

し、かつ１万元以下の罰金又は財産没収に処す

ると規定している（第１条）。

①婦女及び児童の人身取引を行う集団の首謀

者

②３人以上の婦女及び児童の人身取引

③人身取引された婦女に対する淫行

④人身取引された婦女に対する売春の教唆若

しくは強要、又は人身取引された婦女を他

者に売り渡したうえでの売春の強要

⑤人身取引された婦女、児童又はその家族に

重傷を負わせ、死亡させ、又はその他の重

大な結果を引き起こした場合

⑥婦女及び児童を国外に売り渡した場合

さらに、「決定」は、以上の行為について、情

状が特に重大な場合は、死刑に処し、かつ財産

を没収するとも規定している（第１条）。

３ 人身取引を防止する試み

以上の法令に基づき、国務院公安部を中心と

して、人身取引に対する取締りが行われている。

しかし、中国の農村部では、人身取引に基づく

婚姻が慣習化されている地方もあり、人身取引

が伝統及び文化と絡み合い、一朝一夕には解決

することができない状況のようである。中国政

府は、ユニセフ（国連児童基金）の協力を得つ

つ、中国農村部での宣伝・教育活動を展開して

いる。

河南省の農村部では、通常の手段では婚姻を

実現できない男性農民が、売買により配偶者を

入手する習慣が伝統的に色濃く残っているとい

う。2002年９月から、河南省南部に位置する新

野県をモデル地域として、公安部、新野県政府

及びユニセフによる４年間にわたる「人身取引

ゼロ計画（Elimination of Trafficking：Zero
 

Tolerance Plan）」が始まった。新野県では、

1979年から1983年までに、1670人の女性及び38

人の児童の人身取引が行われたと見られてい

る。1986年以降は取締りが厳しくなったが、そ

れでも18人の女性の人身取引が記録されている

という。宣伝・教育活動を通して、「買い手」の

側の「需要」を封じ込め、人身取引を１件も許

さないという社会的雰囲気の醸成を目指して
(注５)

いる。

冒頭の事例に登場した広西チワン族自治区東

興市は、トンキン湾に面し、ベトナムとの国境

中国における人身取引に関する立法動向
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に接する街であるが、この近辺にはベトナムか

ら人身取引によって連れて来られたベトナム人

女性1000人余りが、何の法的手続も経ないまま

に、「国際結婚」状態に置かれていると推定され

ている。東興市は、現在でも詐欺、誘拐等の手

段で人身取引の犠牲となり、中国各地に送られ

るベトナム人女性の通過地となっている。2000

年には集中的な取締りが行われ、103人のベトナ

ム人女性が救出されたが、うち59人は嫁として

売られており、44名は売春を強要されていた。

中国、ベトナム両国政府の関係部門及びユニセ

フは、2002年から、共同でこの地域の実態調査

を行い、監視を強化して、国境をまたぐ人身取

引の根絶に努めて
(注６)

いる。

公安部は、2004年３月２日に、2001年から2003

年までの３年間に、婦女及び児童の人身取引事

件２万360件を摘発し、事件に関わった２万2018

人を逮捕すると共に、犠牲者４万2215人を救出

したと報じた。同時に、公安部は、中華全国婦

女連合会、ユニセフと共同で、社会が人身取引

に対する意識を高め、その防止に努めるよう呼

びかけた。国際的な協力を得ながら、人身取引

撲滅に向けた中国の取組みが続いて
(注７)

いる。

(注)

⑴ 「人民ネット日本語版」＜http://j.peopledaily.

com.cn//＞2003.3.14記事。

⑵ 同上2002.6.5記事。

⑶ 両綱要は、例えば国務院婦女児童工作委員会ホー

ム ページ＜http://www.nwccw.gov.cn/index.

htm＞に掲載されている。

⑷ 両法規の原文については、例えば『中華人民共和国

常用法律法規全書』2000年版、北京、中国民主法制出

版社、2000年１月参照。邦訳については、後掲の拙訳

参照。

なお、中国語で「人身取引」に相当する言葉として

は、「拐売」「出売」「収買」などが用いられており、

日本語の「人身売買」の語感により近いと考えられ

る。しかし、本稿では、本特集共通の用例に従い、「人

身取引」という用語で、それらを統一的に表現するこ

ととする。

⑸ 「中国ネット中国語版」＜http://www.china.org.

cn/chinese/index.htm＞2002.9.27記事。「中国ネッ

ト英語版」＜http://www.china.org.cn/english/

index.htm＞2002.9.25記事。

⑹ 「人民ネット中国語版」＜http://www.people.com.

cn/＞2002.5.24記事。

⑺ 「新華ネット英語版」＜http://www.chinaview.

cn/＞2004.3.2記事。

なお、中国の国際条約の締結状況は、次のとおりで

ある。

・児童の権利に関する条約（1989年採択、中国1992年

締結）

・最悪の形態の児童労働禁止条約（1999年採択、中国

2002年締結）

・児童取引、児童買春及び児童ポルノに関する児童

の権利に関する条約の選択議定書（2000年採択、中

国2002年批准）

中国は人身取引補足議定書には、現段階では署名

していない。（中国外交部ホームページ掲載「中国が

参加している国際条約一覧表（1875－2003）」より。＜

http://www.fmprc.gov.cn/chn/wjb/zzjg/tyfls/tf-

sckzlk/zgcjddbty/t70814.htm＞）

（かまた ふみひこ・海外立法情報課）
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全国人民代表大会常務委員会の組織的かつ違法に国境を越えて

人を移送する犯罪を厳罰に処する補足規定
（1994年３月５日、第８期全国人民代表大会常務委員会第６回会議で採択。

1994年３月５日、中華人民共和国主席令第19号により公布。

公布の日から施行。）

鎌田 文彦 訳

組織的かつ違法に国境を越えて人を移送する

犯罪者を厳罰に処し、違法越境という犯罪活動

を防止し、出入国管理の秩序を維持するため、

刑法を補足する以下の規定を定める。

１ 組織的かつ違法に国境を越えて人を移送し

た場合は、２年以上７年以下の有期懲役に処

し、かつ罰金を科す。以下の情状の一に該当

する場合は、７年以上の有期懲役又は無期懲

役に処し、かつ罰金を科し又は財産を没収す

る。

⑴ 組織的かつ違法に国境を越えて人を移送

する集団の首謀者

⑵ 繰り返し、組織的かつ違法に国境を越え

て人を移送した場合、又は多数の者を組織

的かつ違法に国境を越えて移送した場合

⑶ 国境を越えた者に重傷を負わせ、又は死

亡させた場合

⑷ 国境を越えた者の人身の自由を剥奪し、

又は制限した場合

⑸ 暴力又は威嚇により出入国審査を拒否し

た場合

⑹ 違法所得の額が大きい場合

⑺ その他の特に重大な情状が存在する場合

一連の過程に巻き込まれた者に対し、殺害、

傷害、強姦若しくは人身取引等の犯罪行為を

行った場合、又は審査官に対して殺害若しく

は傷害等の犯罪行為に及んだ場合は、法に則

り死刑に処することができる。

２ 労務輸出、貿易業務のための往来その他の

名目により、虚偽に基づいて旅券及びビザ等

の出国書類を詐取し、組織的かつ違法に国境

を越えて人を移送するためにそれらを使用し

た場合は、第１条の規定に基づいて処罰する。

ある団体が前項の犯罪行為を行った場合

は、その団体に対して罰金を科すとともに、

直接的な責任を負う主管者及び直接の責任者

を、第１条の規定に基づいて処罰する。

３ 他の者に偽造若しくは変造した旅券及びビ

ザ等の出入国書類を提供した場合、又は旅券

及びビザ等の出入国書類を転売した場合は、

５年以下の有期懲役に処し、かつ罰金を科す。

情状が重大な場合は、５年以上の有期懲役に

処し、かつ罰金を科す。

４ 違法に国境を越えて人を搬送した場合は、

５年以下の有期懲役、禁固又は監視処分とし、

かつ罰金を科す。以下の情状の一に該当する

場合は、５年以上10年以下の有期懲役に処し、

かつ罰金を科す。

⑴ 複数回にわたって搬送行為を行い、又は

多数の者を搬送した場合

⑵ 使用した船舶又は車両等の搬送手段が、

必要とされる安全条件を備えていないため

に、重大な結果をもたらした場合

⑶ 違法所得の額が大きい場合

⑷ その他の特に重大な情状が存在する場合

違法に国境を越えて人を搬送する途中、被

搬送者に重症を負わせ、若しくは死亡させた

場合、又は暴力若しくは威嚇により審査を拒

否した場合は、７年以上の有期懲役に処し、

かつ罰金を科す。
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被搬送者に対して、殺害、傷害、強姦若し

くは人身取引等の犯罪行為を行った場合、又

は審査官に対して殺害若しくは傷害等の犯罪

行為を行った場合は、法律の規定に基づき、

死刑に処することができる。

違法に国境を越えて人を搬送し、その情状

が軽微で刑罰に処するに至らない場合は、公

安機関が15日以下の拘留に処し、かつ5000元

以上５万元以下の罰金を科すものとする。

５ 違法に出入国を行った場合は、公安機関が

15日以下の拘留に処し、若しくは1000元以上

5000元以下の罰金を科し、又は両方の処分を

併科することができる。

６ 旅券、ビザ及びその他の出入国関係書類を

取り扱う公務員が、人が違法な出入国を企図

していることを知りつつ、出入国書類の手続

を行った場合、又は国境警備及び税関等の公

務員が、人が違法な出入国を行ったことを知

りつつ放免した場合は、３年以下の有期懲役、

禁固又は監視処分に処する。情状が重大な場

合は、３年以上10年以下の有期懲役に処する。

組織的かつ違法に国境を越えて人を移送す

る犯罪分子と結託して、前項に規定する行為

を行った場合は、第１条及び第４条の規定に

基づいて処罰する。

７ この規定に定める罪を犯すことにより得ら

れた違法所得、並びに犯罪分子が所有する犯

罪に使用された運搬及び通信手段並びにその

他の財物、又は犯罪に使用されることを知り

つつ提供されたそれらのものは、すべて没収

する。

８ この規定は、公布の日から施行する。

（かまた ふみひこ・海外立法情報課）
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全国人民代表大会常務委員会の婦女及び児童の人身取引を

厳罰に処する決定
（1991年９月４日、第７期全国人民代表大会常務委員会第21回会議で採択。

1991年９月４日、中華人民共和国主席令第52号により公布。

公布の日から施行。）

鎌田 文彦 訳

婦女及び児童の人身取引を行う犯罪者を厳罰

に処し、婦女及び児童の人身の安全を護り、社

会治安及び社会秩序を維持するため、刑法の関

連規定に以下の補足改正を行う。

１ 婦女及び児童の人身取引を行った場合は、

５年以上10年以下の有期懲役に処し、かつ１

万元以下の罰金を科す。以下の情状の一に該

当する場合は、10年以上の有期懲役又は無期

懲役に処し、かつ１万元以下の罰金又は財産

没収に処す。情状が特に重大な場合は、死刑

に処し、かつ財産を没収する。

⑴ 婦女及び児童の人身取引を行う集団の首

謀者

⑵ ３人以上の婦女及び児童の人身取引

⑶ 人身取引された婦女に対する淫行

⑷ 人身取引された婦女に対する売春の教唆

若しくは強要、又は人身取引された婦女を

他者に売り渡したうえでの売春の強要

⑸ 人身取引された婦女、児童又はその家族

に重傷を負わせ、死亡させ、又はその他の

重大な結果を引き起こした場合

⑹ 婦女及び児童を国外に売り渡した場合

婦女及び児童の人身取引とは、売買を目的

として、婦女及び児童を、誘拐し、買い取り、

売り渡し、移送し、又は仲介する行為の一を

指す。

２ 売買を目的として、暴力、脅迫又は麻酔に

より、婦女及び児童の人身取引を行った場合

は、10年以上の有期懲役又は無期懲役に処し、

かつ１万元以下の罰金又は財産没収に処す

る。情状が特に重大な場合は、死刑に処し、

かつ財産を没収する。

売渡しを目的とし、又は財物の提供を強要

する目的で、幼児及び児童を誘拐した場合は、

第１項の規定に基づき処罰する。

財物の提供を強要する目的で、人身取引を

行った場合は、第１項の規定に基づき処罰す

る。

３ 人身取引された婦女及び児童を買い取るこ

とを厳禁する。人身取引された婦女及び児童

を買い取った場合は、３年以下の有期懲役、

禁固又は監視処分に処する。

人身取引された婦女を買い取り、強制的に

性関係を持った場合は、刑法の強姦罪の規定

に基づき処罰する。

人身取引された婦女及び児童を買い取り、

違法にその人身の自由を剥奪し、若しくは制

限し、又は傷害、侮辱若しくは虐待等の犯罪

行為を行った場合は、刑法の関係規定に基づ

き処罰する。

人身取引された婦女及び児童を買い取り、

かつ第２項、第３項に規定する犯罪行為を

行った場合は、刑法の複数刑罰併科の規定に

基づき処罰する。

人身取引された婦女及び児童を買い取り、

さらに売り渡した場合は、第１条の規定に基

づき処罰する。

人身取引された婦女及び児童を買い取った

者が、その婦女が自らの意思により従来の居

住地に戻るのを妨害しなかった場合、又はそ
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の児童に対して虐待を行わず、救出されるの

を妨害しなかった場合は、その者に対する刑

事責任を追及しないことができる。

４ いかなる個人又は団体も、人身取引された

婦女及び児童の救出を妨害してはならない。

人身取引された婦女、児童、その家人及びそ

の救出者に対して、婦女及び児童を買い取っ

た費用及びその生活費を請求してはならな

い。婦女及び児童を買い取った費用及びその

生活費を、すでに受領している場合は、それ

を没収するものとする。

人身取引された婦女及び児童の公務員によ

る救出を、暴力又は威嚇により妨害した場合

は、刑法第157条の規定に基づき処罰する。移

送、隠匿への協力その他の方法で、売買され

た婦女及び児童の公務員による救出を妨害し

たが、暴力又は威嚇による妨害とは言えない

場合は、治安管理処罰条例の規定に基づき処

罰する。

人身取引された婦女及び児童の公務員によ

る救出を、集団で妨害した場合は、その首謀

者は５年以下の有期懲役又は禁固に処し、そ

の他の参与者は第２項の規定に基づき処罰す

る。

５ 各級地方人民政府は、人身取引された婦女

及び児童を救出する職責を負うものとし、救

出活動は公安部門が関係部門と協力して執行

するものとする。救出の職責を負う公務員が、

人身取引された婦女、児童若しくはその家人

からの救出の要請を受け、又はその他の者か

ら情報の提供を受けたにも関わらず、人身取

引された婦女及び児童の救出活動を行わず、

重大な結果をもたらした場合は、刑法第187条

の規定に基づき処罰する。情状が軽い場合は、

行政処分に処する。

救出の職責を負う公務員が、職権を利用し

て救出を妨害した場合は、２年以上７年以下

の有期懲役に処する。情状が軽い場合は、２

年以下の有期懲役又は禁固に処する。

６ 婦女及び児童の人身取引による違法所得は

没収する。

没収した所得は、すべて国庫に納めるもの

とする。

７ この決定は、公布の日から施行する。

（かまた ふみひこ・海外立法情報課）
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